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1. 問題と目的 
 
1.1 問題 
企業による従業員への自己啓発支援や従業員による自己啓発を通じて、企業の人材育成
目的や従業員の能力開発目的は果たして達成されているのであろうか。 
自己啓発の現状について、平成 22 年度能力開発基本調査（厚生労働省）をもとに整理
すると、企業における自己啓発支援実施の割合は、正社員 62.2％（前回 66.5％）、非正社
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員 38.0％（前回 41.3％）であり、支援の内容としては、受講料などの金銭的援助（正社員
82.9％、非正社員 70.5％）、教育訓練機関、通信教育等による情報提供（正社員 45.4％、
非正社員 42.1％）、社内での自主的な勉強会等に対する援助（正社員 41.2％、非正社員
41.9％）が多い。また、個人の観点から、自己啓発を行った者の割合は、正社員では 41.7％
（前回 42.1％）、非正社員では 18.4％（前回 20.0％）であり、自己啓発を行った理由とし
ては、現在の仕事に必要な知識・能力を身につけるため（正社員 85.1％、非正社員 78.4％）、
将来の仕事やキャリアアップに備えて（正社員 57.4％、非正社員 43.2％）が多い。また、
自己啓発について何らかの問題があると回答した割合は、正社員 80.9％、非正社員 75.6％
となっており、内訳として、仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない（正社員 56.1％、非正
社員 36.1％）、費用がかかりすぎる（正社員 36.5％、非正社員 32.7％）が多い。 
 
 また、個々人の自己啓発の実態については、一人当たりの平均延べ受講時間は、正社員
では 83.1 時間（前回 74.3 時間）、正社員以外では 82.3 時間（前回 66.5 時間）となってい
る。自己啓発の実施形態としては、ラジオ・テレビ・専門書・インターネットなどによる
自学自習（正社員 49.1％、非正社員 39.3％）、社内の自主的な勉強会・研究会への参加（正
社員 25.5％、非正社員 30.8％）、民間教育訓練機関の講習会・セミナーへの参加（正社員
20.9％、非正社員 17.5％）の順となっている。自己啓発を行った者のうち費用の補助を受
けた者は、正社員では 38.0％、非正社員では 28.2％となっている。 
特に個人の自己啓発の実態を見ると、企業における自己啓発支援も個人の自己啓発も全
体として減少傾向である上に、学習時間も、正社員で年間 83.1 時間、これは 1 日当たり
約 13.7 分、週にして約 1 時間半（95.6 分）であることを考えると、仕事の忙しさや費用
の高さ等の制約は存在するものの、全体として捉えると、自己啓発が活発に行われている
とはいいがたい状況である。雇用形態による格差も大きい。そうした中で、自己啓発は果
たして従業員のキャリア形成において有効なのであろうか。 
 
わが国の人材育成は、OJT（on-the-job training）を中心に行われてきた。OJT が重視
され、Off-JT（off-the-job training）や自己啓発は、OJT を補完する形で行われてきた。
日本の OJT は質が高いといわれてきたが、1990 年代以降、日本的雇用慣行が変容する中
でうまく回らなくなってきた。雇用形態も変化して、非正規雇用（特に女性）など、そも
そも OJT が十分に受けられない人が多数存在し、企業における人材育成のあり方も見直し
を迫られている。Off-JT や自己啓発を効果的に活用して OJT を補完していくことも今後
ますます必要になってくる。OJT に対して Off-JT や自己啓発をどのように加え、機能さ
せたら、OJT、Off-JT と自己啓発が連動した人材育成を展開し効果を高めることができる
のか、従業員のキャリア形成において有効なのか、その点について本論文では特に自己啓
発を中心に考察していきたい。 
 
1.2 先行研究 
先行研究については、従業員および企業における自己啓発の効果を中心に整理していく。 
 
まずは、従業員にとっての自己啓発の効果として、吉田（2004）では、女性労働者の自
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主的な自己啓発がその後の賃金に与える効果を｢消費生活に関するパネル調査｣の個票デー
タを用いて分析した。結果として、自己啓発を行っても月収は変化しないが、通学講座や
通信講座を受講すると 4 年後に年収が上昇することが明らかになった。しかし、このよう
な月収・年収の上昇は、カルチャースクールの受講では観察されなかった｡ 
阿部・黒澤・戸田（2004）では、教育訓練給付金受給についての推定結果をもとに、直
近 1 か月間で自己啓発を行った教育訓練給付金受給者については、給付金の受給が所得に
対して統計的に有意なプラスの影響を与えていたことを明らかにした。企業規模別に見る
と、100 人未満の中小企業や 1000 人以上の大企業が統計的に有意であった。しかし、100
～999 人規模の中堅企業では有意な影響が見られなかった。男女別に見ると、男女とも統
計的に有意であったが、自己啓発の効果としては女性の方が男性よりも大きいことが明ら
かになった。この傾向については、期待収益との関係で説明しており、企業内訓練の機会
が少なく、離職確率も高い女性や中小企業労働者にとっては、自己啓発の期待収益が最も
高く、そのことが女性や中小企業における自己啓発の効果をとりわけ大きな数値にしてい
るが、中堅企業の場合、関係特殊的な色彩を帯びた企業内訓練が中心となりやすく、低い
離職確率も相まって自己啓発と所得との関連が薄くなる可能性があると指摘している。教
育環境に恵まれていない層の方が自己啓発への取り組みが積極的で有意な影響を与えると
いう意味合いも含まれる。 
教育効果として、矢野（2009）は、大学時代の学習が、卒業時の知識能力を向上させ、
その経験が卒業後に継続することによって、現在の知識能力が向上し、その結果が所得の
向上に結びついている事実を解明し、それを「学び習慣」仮説と名付けた。このことは、
社会人になってからも自己啓発を積極的に行うことを通じて、所得の向上に結びつくとい
う仮説を裏付けるものである。 
自己啓発の実施状況については、能力開発基本調査の結果よりもポジティブな結果もあ
る。上田（2006）では、｢平成 13 年社会生活基本調査｣集計表を用いて正規雇用者の生活
時間を概観した。正規雇用者の 5～8％は調査日に学習活動を行っており、学習時間は平均
2 時間前後になる｡1 年を通してみると、2 割を超える正規雇用者が、パソコン・ビジネス
実務・外国語・一般教養等の学習活動を自由時間に行っていた。学習に肯定的な層の実態
を裏付けたものである。能力開発基本調査の結果と照らし合わせると、学習の二極化が想
定され、全体を平均すると 1 日当たり 14 分程度になると想定される。 
企業の視点から捉えると、原（2007）では、自己啓発実施係数により、自己啓発を実施
している場合において、能力開発意欲の高い者ほど上司や同僚の指導を受けられ、Off-JT 
受講の機会が多くなることを明らかにした。自己啓発の実施が企業における学習風土醸成
に寄与していると考えられる。 
また、産業能率大学（2011）によれば、通信教育を活用している対象の方が、知識・ス
キルレベルの向上や学習風土の醸成、理念・方針の浸透などの人材育成効果について肯定
的に捉えている。通信教育を導入している企業の全てが自己啓発目的ではないが、同調査
では、通信教育を導入している対象（183 件）のうち、何らかの形で、自己啓発目的で導
入している割合が 90.2％存在していることを考えると、自己啓発効果の一つと捉えること
ができる。 
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以上の先行研究を踏まえると、従業員の視点からは、一定の条件を満たした場合には、
自己啓発活動が何らかの所得の向上など結果に繋がること、自己啓発に熱心に取り組む層
が存在し、自己啓発活動を牽引していること、企業の視点からは、自己啓発の実施が組織
における学習風土醸成や人材育成効果を高めていることが推察される。 
先行研究では、従業員・企業双方から一定の効果性の推定ができるが、特に従業員にと
って自己啓発を通じた収入以外のキャリア形成にどれだけ寄与しているのかは明らかにな
っていない。次節以降でこの点について論じていく。 
 
1.3 目的 
本節では、従業員の視点から、従業員にとってのキャリア形成に、自身の自己啓発がど
のようなメカニズムで寄与しているのかを明らかにし、企業内人材育成における自己啓発
の有効性と課題を考察していく。特に自己啓発の原動力や要因となりうる自身の学校教育
の有用度や OJT、Off-JT を中心とした企業における人材育成施策がキャリア意識を高め、
自己啓発に繋がっているのかどうかを検証する。まず、分析モデルとしては図 1 の通りで
ある。 
 
図 1 分析モデル 
 
 
 
 
 
 
（出所：筆者作成） 
 
 本研究では、以下の 3 つの仮説を提示する。 
 
仮説 1：従業員による積極的な自己啓発行動は、キャリア形成に正の影響を及ぼしている
のではないか。 
 
仮説 2：従業員の積極的な自己啓発行動に、企業が実施する OJT・Off-JT などの人材育成
施策が影響を与えているのではないか。 
 
仮説 3：仮説 2 に加えて、従業員の積極的な自己啓発行動に、従業員が過去受けた学校教
育の有用度が影響を与えているのではないか。さらに、学校教育の有用度は、就
職後の教育訓練の実施や OJT・Off-JT の有用度、自己啓発行動に影響を与えると
ともに、キャリア状況の変化にも影響を与えているのではないか。 
 
 上記について、男女差・雇用形態差の存在を想定しつつ検証していく。 
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2. 方法 
 
2.1 調査方法 
上記の研究仮説を検討するために、定量調査として、法政大学大学院政策創造研究科諏
訪康雄研究室で共同調査（Web 調査）を実施した。2009 年 10 月 16 日（金）～19 日（月）
にかけて、調査会社に登録した、全国の 20 歳から 79 歳までの男女のうち、学生・公務員
を除きランダムに抽出したモニターに対して、メールで案内を出し、先着順に回収した。
有効回答者数 4036 名のうち、現在もしくは過去何らかの形で雇用者として就業経験があ
る 2896 名（男性 1700 名、女性 1196 名）に対して分析を行った。 
 
2.2 設問の構成 
本研究に関連する設問としては、「教育訓練・自己啓発の実施状況」「受けた OJT の有用
度」「受けた Off-JT の有用度」の 3 項目群、42 項目を中心に設計した（4 段階スケール）。
合わせて、「学校教育の有用度」については、西川桃子が設計した 8 項目（4 段階スケール）
を、「自己決定意識」については、石山恒貴が先行研究をベースに用いた「自己決定意識」
因子のもととなった 8 項目（4 段階スケール：石山,2011）を、許諾を得て独立変数として
利用した。「キャリア状況変化」（5 年前と比べた現在のキャリア状況変化）については、
亀島（2010）が設計した 25 項目（5 段階スケール）を、許諾を得て従属変数として利用
した。 
 
3. 結果 
 
3.1 回答者の属性 
今回対象となった 2896 名の内訳は、性別は、男性 1700 名、女性 1196 名、雇用形態は、
正社員 1800 名、非正社員 693 名、その他（過去雇用者だった人）403 名、年齢階層は、
20 歳代 474 名、30 歳代 1081 名、40 歳代 921 名、50 歳代 377 名、60 歳以上 43 名であ
った（表 1）。 
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表 1 回答者の属性 
サンプル
数
構成比
（%)
性別 男 1700 58.7
女 1196 41.3
雇用形態 正社員 1800 62.1
非正社員 693 23.9
　ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 464
　契約社員 73
　嘱託社員 9
　派遣社員 143
　日雇い・臨時工 4
その他 403 13.9
20歳代 474 16.4
30歳代 1081 37.3
40歳代 921 31.8
50歳代 377 13.0
60歳以上 43 1.5
2896 100.0
年齢階層
合計  
（出所：筆者作成） 
 
3.2 尺度分析の結果 
尺度を構成するために、①「学校教育の有用度」、②「教育訓練・自己啓発の実施状況」、
③「受けた OJT の有用度」および「受けた Off-JT の有用度」、④「自己決定意識」、⑤「キ
ャリア状況の変化」について、因子分析（主因子法・Promax 回転）を実施した。②につ
いては抽出された因子のうち、自己啓発に関連する因子を、⑤の前に配置した。 
 
(1)「学校教育の有用度」尺度の因子構造 
 本尺度の因子抽出に関しては、西川が作成した設問をもとに、関係 8 項目の回答に対し
て主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、「体力・徳育・人間的基礎教育」（第
1 因子：α=.75）、「視野拡大・将来教育」（第 2 因子：α=.73）、「学力向上教育」（第 3 因
子：α=.54）を抽出した。「学力向上教育」についてはαが.60 を下回り十分な信頼性係数
が得られなかったので、分析の対象から外した。Promax 回転後の最終的な因子パターン
と因子間相関を表 2 に示す。 
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表 2 「学校教育の有用度」尺度の因子分析結果 
（Promax 回転後の因子パターン）： 
西川が作成した設問をもとに計算 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ
スポーツ・体力向上 .72 -.08 .06
道徳や思いやりの教育 .64 .00 .11
表現力やコミュニケーションの教育 .61 .29 -.09
進路や職業の教育 -.06 .70 .13
性教育 .12 .65 -.07
美術・音楽などの教育 .09 .56 .09
基礎的な学力の教育 .34 -.16 .58
受験向け教育 -.16 .27 .57
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ - .60 .43
Ⅱ - .39
Ⅲ -  
（出所：筆者作成） 
 
(2)「教育訓練・自己啓発の実施状況」尺度の因子構造 
 本設問は、清水誠司、早川由美を含めた 3 名によって作成された。尺度の因子抽出に関
しては、関係 12 項目の回答に対して主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、「自
己啓発積極実施」（第 1 因子：α=.77）、「教育訓練積極実施」（第 2 因子：α=.73）、「雇用
危機感」（第 3 因子：α=.58）を抽出した。「雇用危機感」についてはαが.60 を下回り十
分な信頼性係数が得られなかったので、分析の対象から外した。Promax 回転後の最終的
な因子パターンと因子間相関を表 3 に示す。 
 
(3)「受けた OJT の有用度および受けた Off-JT の有用度」尺度の因子構造 
 尺度の因子抽出に関しては、関係 30 項目の回答に対して主因子法・Promax 回転による
因子分析を実施し、最終的に 23 項目から「OJT 業務遂行」（第 1 因子：α=.93）、「Off-JT
中長期視野考察」（第 2 因子：α=.92）、「OJT・Off-JT 顕在的知識・スキル習得」（第 3 因
子：α=.82）、「Off-JT 業務関連基礎知識」（第 4 因子：α=.89）を抽出した。Promax 回
転後の最終的な因子パターンと因子間相関を表 4 に示す。 
 
(4)「自己決定意識」尺度の因子構造 
 本尺度の因子抽出に関しては、石山（2011）に倣い、自己決定理論（Deci & Ryan, 1985: 
Ryan & Deci, 2000）に基づき、新井・佐藤（2000）、安藤（2001）が自己決定意識尺度
の下位尺度として検証した「自己決定志向性」尺度を利用した。関係 8 項目の回答に対し
て主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、先行研究で確認されている「自己決
定意識」（第 1 因子：α=.88）を抽出した。Promax 回転後の最終的な因子パターンを表 5
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に示す。 
表 3 「教育訓練・自己啓発の実施状況」尺度の因子分析結果 
（Promax 回転後の因子パターン） 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ
過去に自らが行ってきた自己啓発に十分な
時間をかけてきた
.77 .07 -.19
今後、自己啓発の時間を増やしたい .66 -.21 .29
過去に自らが行ってきた自己啓発は現在の
仕事に役立つ
.64 .18 -.01
今後、実際の自己啓発の時間を増やすこと
ができる
.59 .01 .01
過去に会社で受けてきた教育訓練は十分で
ある
-.02 .72 -.14
過去に会社で受けてきた教育訓練は現在の
仕事に役立つ
-.07 .70 .16
今まで会社で受けた研修は役に立っている .05 .62 .14
今後、所属する会社では十分な教育訓練を
提供してくれそうだ
.21 .43 -.08
（仮に失業した場合、）自治体が行ってい
る公共の職業訓練を受けたいと思う
-.07 -.05 .65
（仮に失業した場合、）求職活動の長期化
は就職に不利になると思う
.00 -.06 .53
今後、会社を通じて受講する教育訓練を増
やしてもらいたい
.10 .13 .44
資格を取得していると転職に有利だと思う -.04 .13 .43
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
Ⅰ - .51 .49
Ⅱ - .40
Ⅲ -  
（出所：筆者作成） 
 
(5)「キャリア状況変化」尺度の因子構造 
 本尺度の因子抽出に関しては、亀島（2010）が抽出した 4 因子を、許諾を得て引用した。
亀島が抽出した因子に依拠しつつ、本研究の調査対象 2896 名に、再度関係 25 項目の回答
に対して主因子法・Promax 回転による因子分析を実施し、最終的に 24 項目から、亀島
（2010）の通り、「新たな環境適応性変化」（第 1 因子：α=.90）、「社内通用性変化」（第
2 因子：α=89）、「社外通用性変化」（第 3 因子：α=.88）、「労働環境・条件変化」（第 4
因子：α=.76）を抽出・引用した。Promax 回転後の最終的な因子パターンと因子間相関
を表 6 に示す。 
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表 4 「受けた OJT の有用度および受けた Off-JT の有用度」 
   尺度の因子分析結果（Promax 回転後の因子パターン） 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
OJT：社内の仕事の流れ・業務フ
ローの理解
.86 -.17 -.12 .25
OJT：仕事に関連する知識の習得 .81 -.15 -.07 .23
OJT：仕事上の実際の問題解決 .78 .16 .00 -.12
OJT：仕事に関連する知識の体系
化・概念化
.76 -.06 -.02 .18
OJT：他者からの学び・気づき .69 .14 .06 -.09
OJT：人的ネットワークの構築・交
流の促進
.66 .29 .01 -.18
OJT：仕事における自らの役割の理
解
.63 .38 -.05 -.14
OJT：仕事に必要なビジネスマナー
（身だしなみ、コミュニケーション
など）
.61 -.05 .28 -.01
OJT：仕事に必要なビジネススキル
（企画力、プレゼンテーションな
ど）
.60 -.02 .25 -.01
Off-JT：仕事におけるモチベーショ
ンの向上
-.03 .83 .02 .00
Off-JT：仕事における自らの役割の
理解
.08 .80 -.13 .12
Off-JT：自社・自組織の戦略や方
針・基本的な考えの理解
.09 .79 -.08 .05
Off-JT：自らを振り返る機会・内省
する機会・キャリアを考える機会
.07 .75 .04 -.01
Off-JT：人的ネットワークの構築・
交流の促進
.11 .62 .04 .06
Off-JT：転職に役立つ能力の向上 -.17 .60 .28 .01
Off-JT：仕事上の実際の問題解決 .08 .46 .08 .26
OJT：資格取得 .02 .02 .74 -.05
OJT：IT・パソコンスキルの習得 .30 -.16 .69 -.06
Off-JT：資格取得 -.14 .26 .57 .11
Off-JT：IT・パソコンスキルの習得 -.06 .13 .56 .18
Off-JT：社内の仕事の流れ・業務フ
ローの理解
.02 .09 .06 .76
Off-JT：仕事に関連する知識の習得 .06 .08 .00 .74
Off-JT：仕事に関連する知識の体系
化・概念化
.09 .24 .01 .57
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Ⅰ - .64 .54 .61
Ⅱ - .64 .64
Ⅲ - .51
Ⅳ -  
（出所：筆者作成） 
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表 5 「自己決定意識」尺度の因子分析結果 
  （Promax 回転後の因子パターン）： 
  石山が作成した設問をもとに計算 
Ⅰ
私は、大事なことは自分で決めてい
ると思う
.79
私は、大事なことは自分で決めたい
と思う
.76
私は、自分のことは自分で決めたい
と思う
.73
私は、大事なことをきちんと決める
能力を持っている
.70
私は、自分で決めるときのほうがや
る気がでる
.68
私は、まわりから反対されても自分
がやりたいことは、たぶんできると
思う
.64
私の将来は、自分の考えや意思に
よって決まると思う
.61
私は、自分のことはささいなことで
も自分で決めたいと思う
.61
 
（出所：筆者作成） 
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表 6 「キャリア状況変化」尺度の因子分析結果 
（Promax 回転後の因子パターン）： 
亀島（2010）をもとに再計算 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
仕事での新たな環境に適応していく
力
.87 -.03 -.06 -.01
仕事をするための記憶力・思考力・
集中力などの基礎的な精神力
.83 -.03 -.04 -.02
仕事上の急激な変化に対応できる力 .76 .10 .01 -.10
仕事によるストレスへの対応力 .74 .00 -.15 .09
現在とは全く違う仕事に活用できる
能力
.74 -.20 .18 .00
経験したことのない仕事に新たに取
り組む能力
.61 .06 .15 -.01
仕事に取り組むやる気や根気 .60 .15 -.02 .10
仕事に取り組むための基礎体力 .51 .06 .07 .06
社内における自分の重要性や価値 -.02 .90 .08 -.12
社内での自分の役立ち度 .07 .80 .11 -.16
社内での仕事の成果や能力に対する
評価
.05 .70 -.12 .16
会社での地位・役職 -.15 .68 -.05 .23
現在の仕事で必要とされる能力･知
識
.04 .48 .37 -.05
仕事での成果・業績 .31 .46 .03 .07
転職してもすぐに役に立つ能力・知
識・経験
-.03 -.12 .92 .06
社外でも通用する専門性 -.01 .05 .82 -.02
社外でも評価される能力・知識・経
験
-.02 .17 .74 -.01
転職しても、今と同等又は同等以上
の労働条件で採用される自信
.14 -.01 .52 .12
リストラ（退職勧告等）の対象とな
らない自信
.04 .29 .42 .01
福利厚生 -.03 -.03 -.02 .78
教育訓練(研修等）や能力開発の機
会
-.04 .10 .11 .62
職場の環境（照明・空調・騒音・レ
イアウト等）
.10 .05 .01 .54
労働時間・休日等の労働条件 .14 -.19 .07 .52
賃金水準 -.07 .29 -.03 .49
 
因子間相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
Ⅰ - .63 .67 .49
Ⅱ - .73 .56
Ⅲ - .47
Ⅳ -  
（出所：筆者作成） 
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3.3 人材育成および能力開発行動とキャリア形成に関する因果モデルの検討 
 まず、各因子の全体の平均値ならびに因子間の相関に関して表 7・8 に示す。 
こうした前提を踏まえ、図 1 に示すモデルをもとに階層的重回帰分析を行った。具体的に
は、「学校教育の有用度」を構成する因子を最初の独立変数に、「教育訓練の実施状況」を
構成する因子を第一段階の従属変数にした。以降、第一段階を独立変数に加えて、「OJT・
Off-JT の有用度」を構成する因子を第二段階の従属変数にして、以下「自己決定」（第三
段階）、「自己啓発の実施状況」（第四段階）「キャリア状況変化」（第五段階）まで同様のプ
ロセスで分析を行った。重回帰分析（ステップワイズ法）を行い、5％水準で有意な標準
偏回帰係数（β）が得られたものを参考にパス解析を実施した。特に今回は男女差および
雇用形態差を踏まえるため、男性正社員、女性正社員、女性非正社員の 3 つの観点で分析
を行った。男性非正社員はサンプル数が少ないので今回の分析からは除外した（表 9～11）。
なお、信頼性係数が低かった「学力向上教育」「雇用危機感」および本調査との関係性が薄
い「労働環境・条件変化」は除外した。 
 
表 7 各因子の平均値の一覧（全体） 
サンプル
数 平均値
標準偏
差
標準
誤差
体力・徳育・人間的基礎教育 2896 2.72 .61 .01
視野拡大・将来教育 2896 2.32 .60 .01
教育訓練積極実施 2288 2.33 .55 .01
OJT業務遂行 1408 2.78 .60 .02
Off-JT中長期視野考察 1018 2.42 .62 .02
OJT・Off-JT顕在的知識・スキル
習得
953 2.52 .64 .02
Off-JT業務関連基礎知識 1474 2.68 .67 .02
自己決定意識 2896 3.18 .47 .01
自己啓発積極実施 2481 2.41 .59 .01  
※4 段階評価の平均値。肯定的な回答の方が値が大きくなる。 
（出所：筆者作成） 
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表 8 各因子間の相関係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
**P<.01 
（出所：筆者作成） 
 
 
(1) 男性正社員 
 表 9 は男性正社員の重回帰分析の結果である。表 9 からは以下のことが読み取れる。 
 第 1 に、学校教育の有用度の中で、特に体力・徳育・人間的基礎教育が教育訓練の受講
や OJT・Off-JT の有用度、自己決定意識に影響を与えていた。体力・徳育・人間的基礎教
育が直接的にキャリア状況の変化に影響を及ぼしている訳ではないが、教育訓練の受講意
欲や有用度を高め、そこで得られた知見を通じて、間接的に自己啓発行動やキャリア状況
の変化にもプラスに働いている。 
 第 2 に、男性正社員の自己啓発行動は、キャリア状況の変化における全ての項目に対し
て有意であることが特徴的である。また、自己啓発行動に直接影響を与えている自己決定
意識も同様にキャリア状況の変化における全ての項目に対して有意であった。さらに、自
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1 体力・徳育・
人間的基礎教
育
- .601** .166** .232** .321** .404** .417** .343** .348** .205** .191** .173**
2 視野拡大・将
来教育
- .086** .209** .290** .295** .331** .252** .249** .218** .168** .182**
3 自己決定意識 - .292** .119** .204** .206** .152** .131** .265** .198** .218**
4 自己啓発積極
実施
- .454** .382** .426** .315** .288** .292** .247** .305**
5 教育訓練積極
実施
- .479** .550** .457** .464** .263** .285** .274**
6 OJT業務遂行 - .684** .584** .623** .241** .278** .237**
7 Off-JT中長期
視野考察
- .659** .709** .324** .354** .324**
8 OJT･Off-JT顕
在的知識・ス
キル習得
- .573** .238** .242** .220**
9 Off-JT業務関
連基礎習得
- .183** .212** .172**
10 新たな環境変
化対応性
- .668** .649**
11 社内通用性変
化
- .763**
12 社外通用性変
化
-
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己決定意識には OJT や中長期的な視点での Off-JT が影響を与えていた。 
 第 3 に、キャリア状況の変化に対して、OJT は社内通用性変化についてのみ有意である
のに対して、Off-JT 中長期視野考察は社内通用性変化、社外通用性変化いずれにも有意に
働いていた。特に社内通用性や社外通用性を高めていく意味では、自己啓発、自己決定意
識と中長期的な視点での Off-JT を組み合わせることが有効であるものと推察される。 
 
表 9 男性正社員の重回帰分析結果 
学校教育の有用度 体力・徳育・人間的基礎教育 .303 *** .223 *** .219 *** .192 *** .226 *** .135 **
視野拡大・将来教育
第１段階 教育訓練積極実施 .421 *** .464 *** .374 *** .376 *** .428 *** .204 ***
第２段階 OJT業務遂行 .131 * .165 *** .159 **
Off-JT中長期視野考察 .122 * .162 ** .200 ***
OJT・Off-JT顕在的知識・
スキル習得
.182
***
Off-JT業務関連基礎知識
第３段階 自己決定 .224 *** .169 *** .119 * .132 **
第４段階 自己啓発積極実施 .125 * .156 ** .225 ***
Adjusted R² .091 *** .288 *** .333 *** .221 *** .245 *** .091 *** .382 *** .225 *** .191 *** .175 ***
*p <.05 **p <.01 ***p <.001
教育訓練
積極実施
OJT
業務遂行
Off-JT中長
期視野考察
OJT・Off-
JT顕在的知
識・スキル
習得
Off-JT業務
関連基礎知
識
自己決定
β β β β β β β β β β
自己啓発積
極実施
新たな環境
適応性変化
社内通用性
変化
社外通用性
変化
 
（出所：筆者作成） 
 
(2) 女性正社員 
 表 10 は女性正社員の重回帰分析の結果である。表 10 からは以下のことが読み取れる。 
第 1 に、学校教育の有用度については、男性正社員同様、体力・徳育・人間的基礎教育
が教育訓練の受講や OJT・Off-JT の有用度、自己決定意識に影響を与えていた。加えて、
短期的な視点での OJT・Off-JT に対して視野拡大・将来教育が影響を与えていた。 
 第 2 に、女性正社員の自己啓発行動は、男性正社員と状況が全く異なり、社内通用性変
化を除いてはキャリア状況の変化に対して有意ではなかった。また、男性正社員の場合、
自己決定意識が自己啓発行動に直接影響を与え、キャリア状況の変化にも有意であったが、
女性正社員の場合、自己決定意識は全く有意ではなかった。 
 第 3 に、キャリア状況の変化に対して、Off-JT に関する一部の項目を除いては、OJT
や Off-JT も基本的に有意ではなかった。女性正社員のキャリア状況の変化に対して、自己
啓発、OJT、Off-JT など能力開発・人材育成施策が影響を与えていないことが分かった。 
 
 
Hosei University Repository
従業員の自己啓発がキャリア形成に及ぼす影響と要因について 
イノベーション・マネジメント No.9 - 137 -
表 10 女性正社員の重回帰分析結果 
学校教育の有用度 体力・徳育・人間的基礎教育 .286 *** .353 *** .342 *** .239 * .267 ** .216 *
視野拡大・将来教育 .275 ** .233 **
第１段階 教育訓練積極実施 .274 *** .339 *** .176 * .374 *** .327 **
第２段階 OJT業務遂行
Off-JT中長期視野考察 .312 ** .256 *
OJT・Off-JT顕在的知識・
スキル習得
Off-JT業務関連基礎知識 .360 ***
第３段階 自己決定
第４段階 自己啓発積極実施 .243 *
Adjusted R² .079 *** .254 *** .315 *** .299 *** .247 *** .061 ** .292 *** .055 * .119 ** .120 ***
*p <.05 **p <.01 ***p <.001
教育訓練
積極実施
OJT
業務遂行
Off-JT中長
期視野考察
OJT・Off-
JT顕在的
知識・スキ
ル習得
Off-JT業
務関連基
礎知識
自己決定
β β
自己啓発
積極実施
新たな環境
適応性変化
社内通用性
変化
社外通用性
変化
β β β ββ β β β
 
（出所：筆者作成） 
 
(3) 女性非正社員 
表 11 は女性非正社員の重回帰分析の結果である。表 11 からは以下のことが読み取れる。 
基本的には女性正社員と同様の傾向である。女性非正社員に特徴的な点として、視野拡大・
将来教育が自己決定意識にマイナスに作用すること、キャリア状況の変化に対して直接有
意に働いていることである。また、全般的には OJT も Off-JT もキャリア状況の変化に対
して有意ではないが、新たな環境適応性変化については OJT が強い影響を与えていた。非
正社員の場合は、Off-JT による教育訓練機会も正社員と比べると十分でないことから、
OJT がはっきりと有意になることもあるのではないかと思われる。 
 
表 11 女性非正社員の重回帰分析結果 
学校教育の有用度 体力・徳育・人間的基礎教育 .319 *** .367 *** .323 *** .243 ** .188 **
視野拡大・将来教育 -.222 * .317 ** .286 *
第１段階 教育訓練積極実施 .241 ** .430 *** .360 *** .417 *** .543 ***
第２段階 OJT業務遂行 .387 ** .539 ***
Off-JT中長期視野考察 .292 **
OJT・Off-JT顕在的知識・
スキル習得
Off-JT業務関連基礎知識
第３段階 自己決定 .195 *
第４段階 自己啓発積極実施 .294 **
Adjusted R² .100 *** .248 *** .390 *** .239 *** .262 *** .127 ** .352 *** .282 *** .223 *** .203 ***
*p <.05 **p <.01 ***p <.001
Off-JT中長
期視野考察
OJT・Off-
JT顕在的
知識・スキ
ル習得
Off-JT業
務関連基
礎知識
自己決定
β β
教育訓練
積極実施
OJT
業務遂行
β β β ββ β β β
自己啓発
積極実施
新たな環境
適応性変化
社内通用性
変化
社外通用性
変化
 
（出所：筆者作成） 
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4. 考察 
 
4.1 仮説の検証 
本研究で設定した仮説について、調査結果を踏まえて検証する。 
仮説 1 については、男性正社員については確認できた。特に自己啓発行動とそれを裏付
ける自己決定意識、中長期的な視点での Off-JT などが相まってキャリア形成に正の影響を
及ぼしていた。しかしながら、女性に関しては正社員・非正社員問わず、自己啓発行動は、
社内通用性変化を除きキャリア状況の変化に有意ではなかった。 
 
 仮説 2 については、男女・雇用形態を問わず、教育訓練の積極受講が直接的に自己啓発
行動に影響を与えていた。教育訓練と自己啓発については相互補完的に実施されるためだ
と思われる。OJT・Off-JT の有用度と自己啓発行動については、男性正社員の OJT 業務
遂行、女性正社員の Off-JT 中長期視野考察の影響を受けていたが、女性非正社員について
は、直接的に影響を受けている項目はなかった。男性正社員は OJT を基点に自己啓発を捉
え、女性正社員は、Off-JT を通じた中長期的な視点から自己啓発行動に繋がっていくこと
が想定される。女性非正社員は、OJT・Off-JT を通じた訓練機会が十分に存在しないので
はないかと思われる。 
 
 仮説 3 については、男女・雇用形態を問わず、自己啓発行動に対して直接学校教育の有
用度が影響している訳ではなかった。しかしながら、学校教育における体力・徳育・人間
的基礎教育が、教育訓練の受講や OJT・Off-JT の有用度、自己決定意識に影響を与えてい
た。また、女性に関しては視野拡大・将来教育も一定の影響を与えていた。仮説 2 の結果
に基づき、学校教育の有用度は、特に教育訓練の受講などを通じて間接的に自己啓発行動
に対して影響を与えているといえる。 
 
全体として、本研究で掲げた分析モデルの流れのうち、男女・雇用形態を問わず学校教
育における有用度や教育訓練受講まではほぼ同傾向であるが、その後のキャリアの見通し
や制約などの違いにより、自己啓発行動も含めて男女差・雇用形態差が出てしまうものと
推察される。 
 
4.2 本研究を通じての提言 
 本研究を通じて、特に有益な知見として得られたことは、男性正社員に関しては、①学
校教育を基点に教育訓練受講、OJT・Off-JT の有用度、自己決定意識、自己啓発行動、キ
ャリア状況の変化の流れで、キャリア形成における自己啓発を軸とした成功モデルが描け
たこと、②自己啓発行動やそれに影響を与える自己決定意識、中長期的な視点での Off-JT
を通じた学習を組み合わせることにより、キャリア開発ができること、③女性正社員・女
性非正社員については、現段階では上記のモデルは当てはまらず、自己啓発行動がキャリ
ア状況の変化に対して、社内通用性変化を除き有効に機能しておらず、女性に対する自己
啓発支援のあり方の再考が必要であることが導き出された。 
男性正社員について成功モデルが描けた一つの要因としては、水谷・奥平・木成・大竹
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（2009）にあるように、女性よりも男性の方が競争への嗜好が高いことが影響している可
能性がある。少なくとも現状では、管理職の登用など男性正社員の方が社内競争によりさ
らされており、競争に勝ち残るためのキャリア開発行動を取っていることが推察される。
特にキャリアの自己決定意識やそれを受けた自己啓発行動が、キャリア状況の変化全ての
因子に対して有意に影響しているが、これは社内競争に対応するための動きであると理解
することもできる。 
また、阿部・黒澤・戸田（2004）で、女性の方が男性よりも自己啓発の効果が大きいこ
とが論じられたが、本調査からは、女性の有効性については導き出すことができなかった。
阿部・黒澤・戸田（2004）で実証されたことは、プロビット分析を用いて、従属変数とし
て、（給付金受給による）所得の向上を位置づけた上で、直近 1 か月間で自己啓発を行っ
た教育訓練給付金受給者（女性）が給付金受給により所得が高まったということである。
つまり、自己啓発に熱心な女性が給付金受給をした場合に、男性よりも所得に対する効果
が大きかったことを実証していることになる。但し、自己啓発と所得のダイレクトな関係
を実証している訳ではなく、給付金の受給を介した所得の向上を説明していることになる。
これに対して、本調査では、階層的重回帰分析を用いて、従属変数としてキャリア状況の
変化を位置づけた上で、キャリア状況の変化に対して自己啓発行動などが影響しているの
かどうかを確認している。阿部・黒澤・戸田（2004）と異なり、従属変数として所得の向
上は含まれていない。その意味で、所得以外のキャリア状況の変化に対しては、女性の有
効性は、社内通用性変化を除き導き出せなかったということになる。 
但し、阿部・黒澤・戸田（2004）では、女性については、企業内訓練の機会が少なく、
離職確率が高いため、企業内訓練よりも自己啓発における期待収益が高いことから、自己
啓発の効果が大きくなっているのではないかと述べている。さらに、教育訓練受給者サン
プルのほとんどが調査時点の勤務先での在職中に給付を利用していることが想定され、そ
の結果、給付の効果は企業内の効果になることも述べている。つまり、これらの結果を踏
まえると、所得の向上は、所属している企業における所得の向上であることを意味してい
る。そうすると、本研究で、女性の自己啓発行動がキャリア状況の変化のうち、社内通用
性変化には影響があったことと関係がある可能性がある。社内通用性変化自体は、所得の
向上を意味するものではないが、現状においては、女性の自己啓発行動は、社内における
能力・評価の向上を高めることに寄与しているのではないだろうか。そのように解釈する
と、阿部・黒澤・戸田（2004）と本研究の共通点が見出せるのではないかと思われる。 
 
今回の知見からいえることは、企業内人材育成において、男性正社員の成功モデルを一
つの参考にしながら人材育成施策を展開していくとともに、特に、女性にとっての人材育
成・キャリア開発施策のあり方は今後転換が必要であると思われる。つまり、従来の男性
中心型のモデルで、中長期的なキャリア開発を意図した人材育成施策の実施や自己啓発支
援を行っても、女性の場合は、キャリア環境が異なるということを念頭に置く必要がある。 
阿部・黒澤・戸田（2004）では、調査結果をもとに、女性について、外部労働市場にお
ける能力・スキル評価の土壌を整備することと、教育訓練給付といった一般的スキルの獲
得を支援する施策が人的資本形成において重要な役割を果たしうるものであると述べてい
る。確かに外部労働市場において、女性について評価しうるインフラを整えていくことは
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重要であることは間違いない。加えて、女性の自己啓発行動については、現在は社内にお
ける能力や評価を高めるために行われている側面が強いことを考えると、キャリア環境が
異なることを配慮しつつ、女性が社内で中長期的に活躍でき、評価されるための企業によ
る学びの場づくりが重要ではないかと思われる。自己啓発に焦点を当てると、企業は、自
己啓発支援制度などのしくみを有効に活用して、企業としてどのような人材を求めていく
のか、自己啓発を通じてどのように仕事に活かしていくのかなど、自己啓発を行うことの
意味づけと方向性を示し、現在の仕事に役立ててもらえるように働きかけることが重要で
はないかと思われる。 
 
4.3 今後の課題 
 本研究で得られた成果を踏まえつつ、企業の視点から、自己啓発支援を中心とした人材
育成施策をモデル化して、自己啓発の有効性を整理しつつ、従業員の視点との対比を行う
こと、女性や非正規雇用を取り巻く人材育成課題をより深く捉えて分析を行うこと、イン
タビュー調査などの質的分析を交えて、今回の調査で得られた知見をより複眼的に整理し
ていくことなどが今後の研究課題である。今後、これらの知見を補いながら、企業内人材
育成や従業員のキャリア開発に対する自己啓発の有効性や意味づけを考察していく所存で
ある。 
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